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ヒートポンプレス下水熱融雪システムに関する実証研究 

 

小酒欽弥、藤野丈志、五十石浩介＊1 

 

１．はじめに 

 下水熱は、下水道管渠ネットワークを通じて都市に豊

富に存在する低炭素化効果の高い未利用エネルギーであ

る。外気温に比べて季節間の温度変化が小さい特長があ

り、冬期の温熱や夏期の冷熱での利用が期待されている。 

 本研究は、国土交通省国土技術政策総合研究所の委託

研究である平成30年度下水道革新的実証事業（以下、

H30_B-DASHプロジェクト）のうち、実証研究に採択され

た「他の熱源よりも低コストに融雪できる下水熱融雪技

術」の採択事業として（株）興和・積水化学工業

（株）・新潟市が共同研究体として実施したものである。 

 

２．システムの革新的技術と事業目標 

 本研究のシステム（以下、本システム）は、下水熱を

用いる場合に通常利用するヒートポンプを使わず、循環

ポンプでブラインを循環させるだけで下水管内に設置し

た採熱管と熱交換する「ヒートポンプレス」であること

が特長となっている（図－１）。このシステムに、高熱

性能採熱管、高熱性能舗装、片押し対向流方式の熱交換、

遅いブライン流速の4つの革新的技術を採用することで、

表－１に示すCOP（Coefficient of performance※融雪必

要熱量÷施設消費電力量）10以上、50年換算で従来シス

テム（温水ボイラー融雪施設）比で-10%のシステムコス

ト削減を事業目標として研究を行った。 

図－１ システム概要 

表－１ 事業目標 

目標項目 達 成 目 標 

高 COP 本システム運用時に COP10 以上。（既存シ

ステム※では 3～4） 

低コスト 本システムコスト(50 年換算)を従来システ

ム※から 10%以上削減。 

※従来システム：温水ボイラー利用融雪施設 

※既存システム：高熱性能材料を用いない 

          折り返し方式の下水熱融雪施設 

３ 施設位置および構成 

 本システムは、図－２に示す新潟県新潟市中央区の交

差点車道部に設置した。本箇所は、小学校や警察署が隣

接し、歩行者も多い交差点である。 

 融雪対象面積は 204 m2、必要熱量 25.1 kW（設計時間降

雪深 1.49 cm/h）で設計した。採熱は、Φ1000 の合流式下

水管にΦ17 の高熱性能採熱管を 24 ユニット分、延長 91.8 

m に設置した。制御は、降雪と路面温度の 2 要素で行い、

循環ポンプは 2.2 kW を採用した。システムの設置個所を

図－２に、各施設の概要を図－３に、システムの各設備

を写真－１～写真－４に示す。 

新潟駅

研究施設

市役所

県庁

萬代橋

 
図－２

 
研究システム設置位置図

 

 

融雪エリア 

A=204m2 

循環・制御設備 

Φ50-2.2kW 

採熱システム 

敷設長 L=91.8m 

 

図－３ システム設置概要 

＊１ 株式会社興和 水工部（代表 TEL 025-281-8811） 
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写真－１ 放熱パネル 

 

 

写真－２ 下水管内の採熱管敷設状況 

 

 

写真－３ 下流側採熱ヘッダー（カバー設置前） 

 

 

 

 

 

 

写真－４ 循環設備 

 

３ 観測方法 

 本システムは、採熱能力、放熱能力を下水温度や路面

温度から検証することを目的に、循環水温度を放熱パネ

ルの入口、出口と採熱管の入口、出口の計 4 箇所、循環

流量を 1 箇所、舗装温度を 1 箇所、下水温度を 2 箇所で

測定して観測を行った。 

写真－５は設計以下の降雪で路面状況を確保している

状況である。一方、設計以上の降雪では一時的に写真－

６の路面状態になる。この写真－６の状態が放熱条件に

合致する路面状態であることから、この時間帯の観測デ

ータを式－１に当てはめて熱交換量の算出を行った。 

 )TT(×
1000

ρ
×

60000

F
×C=Q ab

  式－１ 

    Q：熱交換量(kW)  

 C：不凍液比熱(冬季：3,680 J/g・℃)※ 

        ※濃度 40%10℃の値を想定。 

    F：循環流量(L/min) 

 ρ：密度(1,045 kg/m3) 

 Tb：放熱管還り温度(℃) 

 Ta：放熱管往き温度(℃)   

 

写真－５ 設計以下の降雪時の路面状況 
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写真－６ 放熱条件に合致する路面状況（性能解析） 

 

４ 熱交換能力 

 観測中の安定放熱時の各測定温度・流量ならびに熱高

慢能力の解析結果の一例を図－４に示す。設計条件の路

面状態では必要熱量 25.1 kWを上回る 25.5 kWの放熱量を

確認した。このとき、循環水温度は放熱往き温度で 7.4℃、

放熱戻り温度で 4.8℃で往き戻り温度差は 2.6℃であった。 

※放熱量 =熱交換量÷パネル面積

P

採熱前
ヘッダー温度

放熱往き温度

放熱戻り温度
採熱後
ヘッダー温度

7.4℃

下水温度

7.5℃ 4.8℃
4.8℃

11.3℃

下水下流温度
9.0℃

放熱量

25.5 kW
125 W/m2

（降雪1.5cm/h）

舗装温度
2.0℃

総括熱伝達係数
（放熱パネル）

20.7 W/m2℃

総括熱伝達係数
（採熱管）

57.1 W/m2℃

採熱量

27.1 kW

循環流量
164 L/min

下水水深
7.7cm

 

図－４ 安定放熱時の各測定値と放熱量解析結果 

 

５ 事業評価 

（１）COP 

本システムのCOPは式－２に示すとおり、熱交換能力を

消費電力で割ったもので評価する。観測は平成30年12月

26日～平成31年2月28日の期間で行い、データを解析した。 

 

消費エネルギー

能力)融雪熱交換能力(
成績係数(COP)=  式－２ 

測定条件別の COP を表－２に示す。本システムでは路

面温度が高いときに運転と停止を繰り返す間欠運転を採

用している。間欠運転が連続運転より COP が高いのは運

転停止中に循環水が下水熱で温められてから放熱パネル

に戻るためである。観測の結果、全期間の平均 COP は

13.9となり、事業目標である COP10以上を達成した。 

 

表－２ 測定条件別の COP 

運転状況 間欠運転 連続運転 

路面温度 

Tp 

Tp＞4.5℃ 14.9  

3.0℃＜Tp≦4.5℃ 12.4  

Tp＞3.0℃  11.4 

Tp≦3.0℃  13.2 

降雪時  13.9 

運転条件別平均 14.0 13.5 

全期間平均 13.9 

 

また、観測した下水－舗装温度差と COP の関係を整理

したものを図－４に示す。下水温度と舗装温度の差が大

きいほど COP が高いことが分かる。本システムでは、連

続運転時は舗装－下水の温度差が 5℃以上で COP10 以上、

間欠運転時は 3℃以上で COP10 以上を達成する結果となっ

た。 

 

 

図－５ 下水－舗装温度差とＣＯＰの関係 

 

（２）事業コスト 

 本システムを参考に、融雪能力と運転時間、採熱規模

を固定した条件で、50 年換算のシステムコストを比較し

た結果を表－３に示す。条件 1 の 200 W/m2かつ運転 2000

時間は札幌や東北・北陸の山間部を、条件 2 の 125 W/m2

かつ運転 1000 時間は新潟など北陸の平野部を想定した。

建設費が条件 2 の 125 W/m2より条件 1 の 200 W/m2が安価

なのは、同一採熱規模で融雪面積が小さくなるためであ

る。 
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 総費用の縮減割合は、必要な融雪能力が高く運転時間

が長いほど大きく、融雪能力が低く運転時間が短いエリ

アほど小さくなるが、いずれの想定条件でも縮減割合は

事業目標である 10%を上回り、条件 1 の場合で 34.0%、条

件 2の場合で 13.7%の縮減を達成できる見込みとなった。 

 

表－３ コスト比較結果（25kWあたり） 

想定
条件

試算項目 本システム
従来

システム
総費用

縮減割合
建設費
（千円）

51,000 23,000 －

維持費
（千円／年）

184 1,366 －

総費用
（千円／年）

1,204 1,825 34.0%

建設費
（千円）

67,500 32,000 －

維持費
（千円／年）

154 1,103 －

総費用
（千円／年）

1,504 1,743 13.7%

総費用(千円／年)＝建設費(千円)÷50＋維持管理費(千円/年)

条件1：200 W/m2想定※降雪量2.4cm/hかつ2,000h運転

条件2：125 W/m2想定※降雪量1.5cm/hかつ1,000h運転

条件1

条件2

 

 

６ 今後の課題 

 以上の結果のとおり、本システムでは事業目標を達成

できる結果が得られた。一方で、本システムでは採用し

た 4つの革新的技術のうち、2 つの技術に以下に示す課題

が残っており、今年度も継続研究を行う予定となってい

る。 

 

①高熱性能採熱管 

 本システムでは設計で採熱管が全管着水する想定で、

計 24 ユニットの採熱管を設置した。しかし、実際には図

－６のサーモグラフィ画像に示すように、端部の採熱管

が着水していない部分がみられ、採熱管の設置効果を十

分に発揮できなかった。 

 本箇所では、管更生前に水深を測定し、管更生後に本

システムを設置したことから、更生前の水深と更生後の

水深の期待値に差が生じたことが原因と考えられる。 

 

②高熱性能舗装 

 本システムの舗装は、従来の一般コンクリート舗装よ

り 30%の性能向上を期待していたが、設計値の埋設深度で

試算すると 20%程度の向上に留まった。設置では、設計深

度に合わせようと施工したものの、実際は図－７に示す

ように設計よりも深い位置に放熱管が埋設された可能性

が考えられる。 

 

 

図－６ 採熱中の下水管内のサーモグラフィ 

（両端の非着水部の採熱管の温度が低い） 

 

設計上の埋設深度
実際の
埋設深度

？
mm

 

図－７ 放熱管の設計深度と実埋設深度のイメージ 

 

７ おわりに 

 本研究の結果、4 つの革新的技術を用いることで、シス

テムの総費用 10%縮減と COP10 以上の事業目標を達成し、

利用可能性が拡がった。一方、4 つの革新的技術のうち、

高熱性能採熱管と高熱性能舗装では、性能目標値と実測

値に差が見られたことから、令和元年度も引き続き検証

を行う予定で研究を継続している。 

 今年度の検証で本システムの設計精度を高めつつ、高

COP を達成できる下水管渠および下水水深（流量）の関係

と、融雪面積の条件について整理を行う予定である。こ

れらの成果をまとめ、まだ設置数が少ない低炭素化効果

の高い下水熱利用融雪施設の普及拡大に繋げていきたい。 
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